
図 表



豊 中 市 の １ 日

出 生１）

9.9人
死 亡１）

8.8人
婚 姻１）

5.7組
離 婚１）

2.0組

転 入１）

71人
転 出１）

54人
電気使用量

256万KWH

ガス使用量
30万m3

水道使用量
12万3千m3

ゴミ搬出量

331ﾄﾝ

市立病院入院・外来数

1,409人

内国郵便引受・配達数

23万5千通

平成24年中の値である。
平成19年の値である。
平成22年の値である。
私鉄乗降客数のうち阪急電鉄は平成23年平均、北大阪急行は調査日、大阪高速鉄道は平成23年度平均の値である。

図－１

注１）
２）
３）
４）

12万3千m3
331ﾄﾝ 1,409人 23万5千通

商品販売額２）

27億7千万円
製造品出荷額等３）

7億1千万円
私鉄乗降客数４）

39万4千人
航空機乗降人員

3万5千人

図書館貸出人員

3,449人

火災発生件数

0.3件

犯 罪１）

12件
交通事故１）

5件



市 域 の 変 遷

図－２



年齢５歳階級別人口

人口および世帯数の移り変わり

人 口

世 帯 数

0

100,000

200,000

300,000

400,000

昭和１１年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 ３５年 ４０年 ４５年 ５０年 ５５年 ６０年 平成２年 ７年 １２年 １７年 ２２年

女

平成22年

平成17年７５～７９

８０～８４

８５歳以上

男

資料 総務省 統計局 、総務部 情報公開課
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人口異動 （平成２４年）

人口異動 （平成１５～２４年）

自然増減

社会増減

-3,000

-2,000

-1,000

0
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4,000

5,000

6,000

7,000

１５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年

人

7,000
転入人

7月の転入が著しく多い理由：平成24年7月9日施行の住民基本台帳法改正によ
り、外国人住民を住民基本台帳に登載したため。

平成24年の社会増減が著しく多い理由：平成24年7月9日施行の住民基本台帳
法改正により、外国人住民を住民基本台帳に登載したため。

資料 市民協働部 市民窓口センター 市民課
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7月の転入が著しく多い理由：平成24年7月9日施行の住民基本台帳法改正によ
り、外国人住民を住民基本台帳に登載したため。



（平成２年＝１００） （単位 ha）

販売農家の経営耕地面積規模別農家数専・兼業別農家数の構成

農 業 の 推 移 経営耕地面積の推移

72.2%

60.0%

54.7%

49.0%

67.9%

56.6%

44.7%

14.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成２年 ７年 １２年 １７年 ２２年

農家数

農家人口

157

132

68
63

0
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平成２年 ７年 １２年 １７年 ２２年

全農家のうち、販売農家を対象に専業兼業別農家数を調査したものである。

図－５

販売農家の経営耕地面積規模別農家数

注１）

専・兼業別農家数の構成

資料 農林水産省 統計情報部 、 大阪府 総務部 統計課
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平成２１年経済センサス－基礎調査

事業所分布図 従業者分布図

浜

緑丘

本町
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凡例
事業所数

０～５０
５１～１００

１０１～２００
２０１～５００

５０１～８００

凡例
従業者数

0～100
101～500

501～1000
1001～5000

5001～11000

資料 総務省 統計局

図－６

業 種 別 割 合

22.1%

19.3%

13.5%

10.4%

11.6%

4.3%

10.0%

11.9%

9.2%

14.7%

9.0%

4.5%

24.7%

34.8%

事業所数

従業者数

卸売業，小売業 宿泊業，飲食サービス業 不動産業，物品賃貸業
製造業 医療，福祉 生活関連サービス業，娯楽業
その他

14,871
事業所

138,615
人

５０１～８００ 5001～11000



(平成１８年＝１００）

従 業 者 規 模 別 割 合
平成２２年工業統計調査

工 業 の 推 移
（従業者４人以上の事業所） （従業者４人以上の事業所）

101.8%

106.5%

89.6%

83.2%

107.3%

98.4%

73.8%

72.0%

70%

80%

90%

100%

110%

120%

平成１８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年

事業所数

製造品出荷額等

４～９人

56.6%

１０～１９人

26.1%

２０～２９人

8.4%

３０～４９人

3.4%

１００人以上

2.9%

５０～９９人

2.6%

事業所数

３００人以上

29.6%

１００～２９９人

20.2%

１０～１９人

12.5%

４～９人

8.6%

２０～２９人

11.7%

３０～４９人

8.2%

５０～９９人

9.3%

製造品

出荷額等

資料 総務部 情報公開課

図－７

業 種 別 割 合
（従業者４人以上の事業所）

12.0%

16.3%

27.4%

7.9%

10.7%

19.1%

10.6%

10.8%

10.2%

2.5%

3.1%

6.0%

7.5%

4.9%

5.2%

8.2%

12.4%

4.2%

8.8%

8.5%

3.6%

17.8%

12.1%

3.6%

24.6%

21.1%

20.7%

製造品出荷額等

従業者数

事業所数 金属製品

生産用機械器具

電気機械器具

はん用機械器具

プラスチック製品

輸送用機械器具

印刷・同関連業

食料品製造業

その他

617事業所

12,310人

25,782,267
万円



（平成３年＝１００）

従 業 者 規 模 別 割 合
平成１９年商業統計調査

商 業 の 推 移
(卸売・小売業) (卸売・小売業)

101.8%

92.6%

71.8%

91.9%

94.5%

86.3%
76.9%

62.8%

0%

50%

100%

150%

平成３年 ６年 ９年 １４年 １９年

年間商品販売額

商店数

41.8%

21.9%

17.8%

11.2%

7.3%

商店数

１～２人 ３～４人 ５～９人

１０～１９人 ２０人以上

59.7%
16.4%

15.6%

5.8%
2.5%

年間商品

販売額

資料 総務部 情報公開課
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業 種 別 割 合

11.4%

39.8%

29.3%

7.1%

21.3%

27.7%

72.8%

22.1%

18.6%

3.6%

7.3%

13.5%

1.8%

3.9%

6.1%

2.7%

4.0%

4.5%

0.6%

1.5%

0.1%

年間商品販売額

従業員数

商店数
飲食料品小売業

その他の小売業

卸売業

織物・衣服身の回り

品小売業

家具・じゅう器機械

器具小売業

自動車・自転車小売

業

各種商品小売業

3,060商店

22,771人

100,995,354万円



26.07畳 9.79畳

住 宅 の 推 移
１住宅当たり畳数 １人当たり畳数１住宅当たり居住室数

平成１０年

平成１５年

平成２０年

平成２０年住宅の所有関係別割合

４．０９室

27.06畳 11.53畳

４．０６室

４．００室

26.75畳 10.83畳

持ち家

都市再生機構・

公社の借家

4.8%

公営の借家

4.9%

給与住宅

3.6%

住宅数

152,690

図－９

資料 総務省 統計局

持ち家

借 家

平成２０年住宅の居住水準別割合

持ち家

49.9%

民営住宅

36.8%

住宅数

152,690

(不詳を除く)

82.6%

98.6%

17.4%

1.4%

最低居住面積水準

29.4%

64.7%

70.6%

35.3%

都市居住型誘導居住

面積水準

水準以上の世帯

水準未満の世帯

23.5%

60.7%

76.5%

39.3%

一般型型誘導居住

面積水準
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